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次世代につなぐ持続可能な社会の形成

成果指標
平成32年度
目標

平成29年度末
実績 単位

850 883 ｇ/人・日

26.0 23.3 ％

4,100 3,144 ㎥

後期基本計画策定時の「現状」と「課題」

社会情勢・市民ニーズの変化

現在の「現状」と「課題」

基本施策の「成果」

改善点

施策２

基　　本　　施　　策　　評　　価　　シ　　ー　　ト

基本施策最終評価

施策１

基本施策通し番号

基本施策

構成施策

施策番号

Ｂ

施　　策　　名

低炭素社会づくりの推進

施策最終評価

Ａ

循環型社会づくりの推進 Ｂ

　県や関係団体、飲食店などの事業者などと連携し、福井県が中心となって進めている「おいしいふくい食べきり推進プログラム」や「雑がみ分別回収アクションプ
ログラム」などの施策に基づく事業を実施し、ごみ減量化に向けて取り組んでいく。
　

現　　状 ・大量生産・大量消費の社会の仕組みの中で、地球温暖化による異常気象や災害の激化、ごみの大量発生、天然資源の枯渇の問題が
生じており、この状況のままでは、問題がますます深刻化する。

課　　題 ・市民一人一人のライフスタイルの見直し、持続可能な「低酸素社会」への転換や「資源循環型社会」の推進
・大野市の豊富な森林資源や越前おおの型農業による有機農業などの特徴を生かしたバイオマスエネルギーの利活用の推進

・廃棄物減量に向けて、食品ロスの削減に取り組む自治体が増えており、福井県が全国の自治体に参加を呼びかけ、平成２８年１０月に、「全国おいしい食べきり
運動ネットワーク協議会」を設置、２９年度には「食品ロス削減対策検討会議」を立ち上げた。
・廃棄物のリサイクルは、全国的な取り組みにより社会ルールとして定着しているが、ごみ減量意識の醸成にまではつながっていない。
・東日本大震災以後、再生可能エネルギーへの関心は高まり、再エネ固定買取価格制度もあり、太陽光や小水力、木質バイオマス発電への取り組みは進んだ。
また国では「２０３０年度の温室効果ガス排出量を２６％削減（１３年度比）」を温暖化対策目標とし、エネルギーの転換などの方策を掲げ、一層の取り組みを進め
ている。本市においても、太陽光発電に加え木質バイオマス発電設備や小水力発電設備の新設、新たな小水力発電の検討、省エネカーの購入など、経済性の観
点からも、省エネ、再エネへの取り組みは進んでいる。

課　　題
・紙ごみの分別促進や食品ロスの削減など、廃棄物排出量の減尐に向けた周知啓発。
・木質バイオマス発電での利用以外のバイオマス資源の活用。

成　　果

・市民のごみ減量、リサイクル推進など循環型社会づくりに向けて、市民に周知啓発することができた。
・民間の木質バイオマス発電所が稼働し、また国の補助事業を活用し、森林組合による高性能林業機械導入によるコストの削減及び間伐材の積極
的な搬出や林道、作業道の路網整備が進むなど、豊富な森林資源活用を進める体制が整いつつある。
市が参加した小水力発電協議会において事業性評価調査を行った結果、「事業化の可能性あり」との評価となったことから、平成３０年度は建設工
事に着手する予定となっている。

現　　状
・廃棄物の排出量の減尐が下げ止まり状態で、廃棄物の資源化率も減尐傾向にある。
・大野市役所でエコオフィス活動を実施、環境に配慮した事務事業の実施、庁舎管理に取組んでいる。
・民間事業者による木質バイオマス発電の営業稼働をはじめ、小水力発電所の設置、検討が進んでいる。

平成２８年度と同率。紙の資源化の浸透により、
近年の減尐傾向に歯止めがかかった。

昨年度に比べ堆肥の購入量が減尐している。さらに、
乳牛頭数が減尐しており、大幅な増産が難しい。

施策３

平成２８年度実績と比較して４ｇの増加。近年、ほ
ぼ横ばいで推移している。

市民１人１日当たりのごみの排出量

ごみの資源化率

堆肥の購入量

ペットボトルや空き缶、紙類などの分別収集や集団回
収により、一般廃棄物を資源化した率。

市内堆肥製造施設から市内農業者等が購入した堆
肥量

バイオマスの利活用

指　　標 内　　容 平成２９年度の成果の検証

１人１日当たりのごみの排出量

Ｂ


